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令 和 ３ 年 １ 月

第６回 コロナ下の女性への影響と課題に関する研究会
（内閣府男女共同参画局主催）
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コロナ禍でのテレワーク導入促進のための取組の応援策
○ 経済産業省では、これまで関係省庁と連携して、テレワーク・デイズの国
民運動等を通じて、企業の価値向上の観点から、テレワークの普及啓発に努
めてまいりました。

○ コロナ禍で事業者に対し、緊急的により一層のテレワークの普及の推進・
強化するために、

１．テレワークを含めたデジタル化導入のためのメンター支援
（中小企業デジタル化応援隊）

２．テレワークを含めたデジタル化機器導入のための財政的な支援
（中小企業生産性革命推進事業の特別枠、IT活用促進資金、
テレワーク等のための中小企業の設備投資税制）

３．独立行政法人を通じたテレワーク支援情報の提供 等
（ITプラットフォーム「ここからアプリ」、シン・テレワークシステムを活用
したテレワーク導入促進）

を実施してまいります。
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中小企業デジタル化応援隊事業
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令和２年度１次補正予算（１００億円）



中小企業生産推進事業の特別枠（ＩＴ導入補助金2020特別枠）
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中小企業生産性革命推進事業の特別枠の改編
令和2年度第3次補正予算案額 2,300億円

事業の内容

条件（対象者、対象行為、補助率等）

国
(独)中小企業
基盤整備機構

運営費
交付金

事業イメージ

成果目標
 ものづくり・商業・サービス生産性向上促進事業により、事業終了後４年以内
に、以下の達成を目指します。
・補助事業者全体の付加価値額が年率平均３％以上向上
・補助事業者全体の給与支給総額が1.5%以上向上
・付加価値額年率平均３％以上向上及び給与支給総額年率平均1.5％
以上向上の目標を達成している事業者割合65%以上

小規模事業者持続的発展支援事業により、事業終了後２年で、販路開拓
で売上増加につながった事業者の割合を80%とすることを目指します。

 サービス等生産性向上IT導入支援事業により、事業終了後４年以内に、補
助事業者全体の労働生産性の年率平均３％以上向上を目指します。
※ ３事業とも、補助事業実施年度の生産性向上や賃上げは求めないこととします。

中小
企業等

中小企業庁 技術・経営革新課 03-3501-1816
中小企業庁 小規模企業振興課 03-3501-2036
商務・サービスG サービス政策課 03-3580-3922

民間
団体等

定額
補助

補助
(2/3等)

【低感染リスク型ビジネス枠における各補助事業の拡充内容】

①ものづくり・商業・サービス生産性向上促進事業（ものづくり補助金）
（補助額：100万～1,000万円、補助率：2/3）
対人接触機会の減少に資する、製品開発、サービス開発、生産プロセス
の改善に必要な設備投資、システム構築等を支援します。
②小規模事業者持続的発展支援事業（持続化補助金）
（補助上限：100万円、補助率：3/4 ）
小規模事業者等が経営計画を作成して取り組む、ポストコロナを踏まえた
新たなビジネスやサービス、生産プロセスの導入等の取組を支援し、その取
組に資する感染防止対策への投資についても、一部支援します。 （※）
※補助対象経費のうち1/4を上限として感染防止対策を支援
③サービス等生産性向上IT導入支援事業（IT導入補助金）
（補助額：30万～450万円（※）、補助率：2/3）
※テレワーク対応類型は補助上限150万円
複数の業務工程を広範囲に非対面化する業務形態の転換が可能なIT
ツールの導入を支援します。また、この中において、テレワーク対応類型を設
け、テレワーク用のクラウド対応したITツールを導入する取組を支援します。

事業目的・概要
新型コロナウイルス感染症の影響が長期化する中、感染拡大を抑えながら経
済の持ち直しを図るため、中小企業のポストコロナに向けた経済構造の転換・
好循環を実現させることが必要です。

新型コロナウイルス感染症の流行が継続している中で、現下及びポストコロナ
の状況に対応したビジネスモデルへの転換に向けた中小企業等の取組を支援
するため、令和2年度一次・二次補正で措置した特別枠を新特別枠（低感
染リスク型ビジネス枠）に改編します。（※現行の特別枠は令和2年12月で
募集終了）

補助上限・補助率 通常枠 低感染リスク型ビジネス枠
ものづくり補助金

（設備導入、システム構築）
1,000万円・

1/2(小規模 2/3) 1,000万円・2/3

持続化補助金
(販路開拓等) 50万円・2/3 100万円（※）・3/4

※ 感染防止対策費も一部支援

IT導入補助金
（IT導入） 450万円・1/2 450万円（※）・2/3

※テレワーク対応類型は150万円

令和２年度第３次補正予算政府案
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○ITを活用した事業を行う際、日本政策金融公庫の特別貸付が受けられる。
○IT活用のための投資を行う中小企業者及び認定情報処理支援機関が対象。
○支援内容
（１）中小企業者においては、情報化を進めるために必要な情報化投資を構成する設備などの取得に

係る設備資金や、ソフトウェアの取得・制作などに係る長期運転資金
（２）認定情報処理支援機関においては、情報処理支援業務に必要な設備資金や長期運転資金

の融資を受けることができる。

IT活用促進資金
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貸付対象

（１）中小企業者
① 電子計算機（※）等（ソフトフェアを含む）
② 周辺装置（モデムなどの通信装置など）
③ 端末装置（多機能情報端末など）
④ 被制御設備（高度数値制御加工装置（CNC）や自動搬送装置など）
⑤ 関連設備（LANケーブルや電源設備など）

⑥ 関連建物・構築物（上記装置および設備の導入に併せてその取得に必要不可欠な
建物・構築物およびそれらの設置に必要不可欠な土地）

⑦ その他の設備（その他情報化投資を構成する設備であって、必要と認められたもの）
※①～⑦の他の設備等と組み合わせて導入する場合のみ対象
（２）認定情報処理支援機関
情報処理支援業務を行うために必要な設備資金や長期運転資金

資金使途 設備等を取得するために必要とする設備資金及び長期運転資金

貸付限度
中小企業事業：7億2,000万円（うち長期運転資金2億5,000万円）
国民生活事業：7,200万円（うち運転資金4,800万円）

貸付利率 基準利率～基準利率▲0.9％（※1）
貸付期間 設備資金：20年以内 運転資金：７年以内

※１．以下のいずれかに該当する方で一定の要件を

満たす方は特別利率が適用されます
・情報処理支援機関の認定を受けている方
・革新的データ産業活用計画の認定（変更認定含む）
を受けている方
・ＡＩの導入に際して専門家の助言・指導を受けている方
（※２）

※２．情報処理支援機関の認定を受けた専門家から
ＡＩ導入に係る助言・指導を受けている方

お問い合わせ先
・日本政策金融公庫 全国各店舗
URL：https://www.jfc.go.jp/n/branch/index.html
・事業資金相談ダイヤル
電話：0120-154-505

令和３年度財政投融資政府案

http://www.jfc.go.jp/n/branch/index.html


テレワーク等のための中小企業の設備投資税制
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 中小企業経営強化税制は、中小企業の稼ぐ力を向上させる取組を支援するため、中小企業等
経営強化法の認定を受けた計画に基づく投資について、即時償却又は税額控除（10％）のい
ずれかの適用を認める措置。

 令和２年４月の「新型コロナウイルス感染症緊急経済対策における税制上の措置」において、デ
ジタル化設備に係る類型（C類型）が追加された

※ 「令和３年度税制改正の大綱」において、修正ROA又は有形固定資産回転率が一定以上上昇する設備を要件とする経営資源集約化設備（D類
型）を追加した上で、適用期限を令和４年度末まで延長することとされた。



ITプラットフォーム「ここからアプリ」

１回当たり ３５００円まで定額補助 77



テレワーク導入に必要な主なアプリ（例）
Web会議システム

（出典）経済産業省コロナ「民間支援情報ナビ」、独立行政法人中小企業基盤整備機構「ここからアプリ（テレワーク）」等より引用

ビジネスチャット

グループウェア

○音声だけの電話会議に比べて、顔が見えて資料も共有が可能。

○メールより、リアルタイムコミュニケーションを取りたいといった、社員同士、上司等
とのやりとりが直ぐに可能。

（例）○少人数の会議：LINE、Skype、Facetime等
○中～大人数の会議： Microsoft Teams 、Webex、Slack、F-chair ＋ 等

（例）Chatwork、Slack、LINE WORK、WowTalk 等

○スタッフのスケジュールの共有などに便利。スマートフォンなどで手軽に利用可能。

（例）サイボウズOffice、denknet´s Neo 、Garoon、ZAiSEKI、Ｆ-chair ＋ 等

オンライン
ストレージ

○社員同士で手軽にファイルを共有、一元化、外出先からファイルが見たい、重
要ファイルのバックアップ等。

（例）Fleekdrive、 HOME クラウドストレージサービス type-S2
たよれーるどこでもキャビネット、Microsoft Teams

中小機構
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シン・テレワークシステムを活用したテレワーク導入促進
○ コロナ禍における感染拡大の防止と社会経済活動の維持を両立するため、企業の働き方においてテレワーク（オンラ
イン化）の導入が求められている。
○ 他方で、未導入企業では、導入におけるノウハウやコストが壁となり、機動的に導入が困難となっているケースが多い。
○ そこで、（独）情報処理推進機構（IPA）と東日本電信電話㈱（NTT東日本）は、緊急的に誰でも簡単にテ
レワークが利用可能なリモートデスクトップ型のテレワークシステムを緊急構築し、2020年4月21日から10月末まで
の実証実験としてサービスの無償提供を開始。利用ニーズの拡大を受けて、開始から同年9月時点で約7万人超が利
用し、引き続き、サービス継続を求める声が高いことから、2021年10月末までサービス延長。

【シン・テレワークシステム】の利用の流れ
① 会社のパソコンにシンテレワークのサーバ機能をインストール
② 接続パスワードを設定し、コンピュータIDをメモしておく。
③ 自宅のパソコンにシンテレワークのクライアント機能をインストール
④ クライアントを起動し②でメモしたコンピュータIDを指定して接続
⑤ 要求されるパスワードに②で設定したものを入力
⑥ 会社のパソコンの画面が表示される

【シン・テレワークシステムの特徴】
①テレワークのシステムが無料で構築できる。
②契約やユーザー登録が一切不要で利用できる。
③わずか３０分でシステムの初期設定できて利用開始できる
④自宅のパソコンで会社の自分のパソコンをタイムラグ無く遠隔操作できる。
⑤会社のパソコンの画面と同じ画面が自宅のパソコンの画面に表示される。

使い方をｙｏｕｔｕｂｅでも公開！
https://www.youtube.com/watch?v=0cHw3PF1-kg （出典）ＩＰＡ、ＮＴＴ東日本、ケイアイシー社等の報道発表情報を元に作成 9
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「巣ごもりDXステップ講座情報ナビ」
ご紹介



経済産業省ＨＰ

• 経済産業省HP内に「巣ごもりDXステップ講座情報ナビ」を構築。
• 本ナビサイトに掲載するコンテンツは、民間事業者に無償提供を呼び掛け。
• これまでデジタルスキルを学ぶ機会が無かった人にも、新たな学習を始めるきっかけを得ていただける
よう、誰でも、無料でデジタルスキルを学べるオンライン講座を紹介。

巣ごもりDXステップ講座情報ナビ（2020年12月～）

学習者

コンテンツ提供事業者

…etc

協力団体 コンテンツ提供
を呼び掛け

HP,SNS,メルマガ等
広報チャネルを通じて

周知PR

58コンテンツを掲載
（’20年12月サイト開設時点）
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サイト内容（イメージ）
トップページ

A

B

A

B

全コンテンツの講座情報概要を掲載。詳細ページにリンク
（講座名称、提供事業者、カテゴリ、レベル）
カテゴリやレベルから絞込検索が可能

講座情報詳細ページ

C

…

講座ごとに詳細情報を紹介
（コース概要、習得できるスキル、受講対象者、前提知識等）

D

D リンク先（事業者が運営するウェブサイト）から学習が可能

C

https://www.meti.go.jp/policy/it_policy/jinzai/sugomori/index.html
サイトURL
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https://www.meti.go.jp/policy/it_policy/jinzai/sugomori/index.html
https://www.meti.go.jp/policy/it_policy/jinzai/sugomori/index.html
https://www.meti.go.jp/policy/it_policy/jinzai/sugomori/index.html


コンテンツ事例（抜粋）
講座名称／提供事業者 コース概要 受講対象者

DX推進のためのAIビジネス入門

株式会社AVILEN

今学びたい、お役立コンテンツ

情報処理推進機構（IPA）

Androidアプリエンジニア育成
講座

株式会社セック

ディープラーニングの基礎を理解
し、プログラミングレベルで実装
する力を身に付ける

AI導入・DX推進を進めるためのAI
の基礎的な知識、ノウハウを学
ぶ

現場で使えるディープラーニング
基礎講座

スキルアップAI株式会社

入門

プログラミング言語、Web／
Androidアプリ作成のスキルを学
ぶ

AI

DXやデジタル技術、ビジネス変

革などの理解を深めるともに、実
践的なツールを紹介

基礎

AI

はじめてのデジタルマーケティン
グ

グーグル合同会社

クラウド

「認知を得る」「認知を広める」「効
果を改善する」の3つの視点から

デジタルマーケティングの基本を
学ぶ

入門

･ビジネスパーソン全般
･特にAI導入･DX推進担当者

基礎

･ディープラーニング協会
Ｅ資格取得を目指す者

開発技術

経営戦略

ｼｽﾃﾑ戦略

･実務未経験からアプリエンジ
ニアに転職したい方

･プログラミング言語、Webや
データベースを学びたい方

･ ＩＴ利用者
･開発者
･経営層

･インターネットをビジネスに
活用したい方
･企業のマーケティング担当者

入門

その他
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